
	1	 はじめに
『耐火鋼』とは、文字通り火災に耐える鋼材である。いった

い、火災に耐えるとはどういうことであろうか。

鋼材は高温になると強度が低下する。これは、パイエルス・

ポテンシャルや結晶欠陥（点欠陥としての固溶原子、体積欠

陥としての析出物を含む）などのいわゆる内部応力場による

転位の運動に対する障害・抵抗に対し、外力による仕事に加

えて原子の熱振動のエネルギーも寄与するためである。一般

に、350℃以上になると鋼材の降伏応力（耐力）は常温規格値

の2/3以下に低下すると言われている。したがって、鉄骨建

築物が火災時に高温になると、構造上必要な耐力（長期許容

応力度：建物の自重を支持できる強度）を下回るケースがで

てくる。そのため、建築基準法や関連告示等により、火災時

の鋼材の許容温度を一律に350℃に規定するとともに、主と

して不特定多数の人が利用する共同住宅、百貨店、ホテルな

どの建築物と市街地内の建築物においては、火災時に鋼材の

温度が350℃を上回らないよう耐火被覆で鉄骨を保護するこ

とが義務付けられていた。

その後、建築物の超高層化、建築設計技術の高度化などを

背景として、建設省（現国土交通省）総合技術開発プロジェ

クトの中で耐火設計の見直しが行われ、1987年3月、『新耐火

設計法』が実用化された。従来の建築基準法等に基づく仕様

書的な規定によるのではなく、建築物の火災条件、設計条件

や使用材料の性能に応じて総合的に建築物の防災安全性を

評価するというものである。これは、従来の鋼材の許容温度

350℃に拘らず、火災時に長期許容応力度（常温耐力の2/3）

が維持できれば、それを前提に耐火被覆の軽減ないしは無被

覆での設計も可能になったことを意味しており、耐火鋼登場

のお膳立てが整ったわけである。

本稿では、耐火鋼開発のベースとなった鋼の高温強度にお

よぼす合金元素、ミクロ組織の影響とそれらに基づいて転炉

溶製、厚板圧延された耐火鋼の特性について紹介する。

	2	 耐火鋼の保証温度
建築構造用耐火鋼は、高温耐力を向上させることで、耐火

被覆の大幅な軽減や無被覆鉄骨構造の実現を目標として開発

された新しい建築用鋼材である。

高温強度に優れた鋼材の研究は、耐熱鋼の分野を中心に、

中高温圧力容器、ボイラーチューブ等を対象として進められ

てきた。その使用条件は高温長時間が前提で、10万時間にも

およぶ長時間の耐クリープ特性が要求される。これに対し、

耐火鋼では、図1に示すように建物の階数によって異なるが、

法定（要求）耐火時間は高々 3時間に過ぎない 1）。一方で、耐

火鋼といえどもあくまで建築構造用鋼であるため、常温時の

強度はもちろん、耐震性（低降伏比）や溶接性等の基本特性

を具備しなければならないことは言うまでもない。

一般に、火災温度は1,000℃程度とされ、耐火鋼が構造上必

要な耐力（常温規格耐力の2/3）を維持できる温度、つまり許

容温度を何℃に設定・保証するかは、経済合理性の観点から
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図1　建物の階数と要求耐火時間 1）
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きわめて重要なポイントである。現在、実用化されている耐

火鋼 2－6）は、600℃保証が一般的であるが、より高温保証も技

術的な困難さは伴うものの、必ずしも不可能ではない。しか

し、600℃超の高温域では耐力の低下が大きく、常温強度を

はじめとした使用性能上の基本特性とのバランスもさること

ながら、特に高温での強度発現・維持のためにはおそらく相

当程度の高合金化が不可避であり、耐火被覆コストとの比較

において現状では経済合理性に適わないと思われる。

	3	 �高温強度におよぼす�
合金元素の影響

耐火鋼の成分を考える上で、低合金耐熱鋼、なかでもボイ

ラー用鋼としてのMo鋼、Cr-Mo鋼が起点となる。しかし、

あくまで溶接性や製造コスト等は建築用鋼の枠内で考える必

要があり、その意味では耐熱鋼のレベルダウンとしてではな

く、建築用鋼のレベルアップという発想が求められる。

図22）は、0.14％C-1.0％Mn-0.5％Cr-0.02％Nbをベース成

分としてMo添加量を変化させた鋼の圧延ままでの強度の変

化を示したものである。Mo量の増加に伴い、常温YSはやや

低下する傾向を示すが、高温YSは直線的に増加し、結果とし

て常温YSと600℃YSの比であるYS比は飛躍的に向上して

いる。また、図32）は、0.1％C-0.9％Mnをベースとして、0.5％

Mo、0.02％Nb単独および0.5％Mo-0.02％Nb複合添加した

際の常温ならびに600℃耐力（YS）の変化を示したものであ

る。MoもNbもそれぞれ単独添加で常温、600℃耐力を増加

させるが、常温耐力に対する600℃耐力の向上代、いわゆる

YS比ではMo添加の方が明らかに優位である。さらに注目す

べきはMo-Nb複合添加で、特に、その600℃耐力はMo、Nb

単独添加での向上代の和よりさらに大きい。

Mo-Nb複合添加により高温強度が向上する機構は、アトム

プローブ電界イオン顕微鏡（AP-FIM）を用いたNb、Moの存

在状態観察を通して明らかにされている 7）。

写真1 7）は、Nb単独添加鋼、Mo単独添加鋼およびMo-Nb

複合添加鋼の電界イオン顕微鏡像を示したものである。Nb

単独添加鋼ではNb（C, N）（≦5nm）が、Mo単独添加鋼では

針状のMo2C、Moクラスターが観察された。またMo-Nb複

合添加鋼ではNbC、Mo2C、Moクラスターがそれぞれ観察さ

れた。なお、Mo単独添加鋼、Mo-Nb複合添加鋼のいずれに

おいてもMo析出物が確認されているが、添加したMoの大

部分は固溶状態であることが明らかにされている。

図47）は、Mo-Nb複合添加鋼におけるNb析出物のアトム

プローブ解析結果を示したものである。Mo-Nb複合添加鋼中

の析出物は単純なNbCではなく、NbCと地鉄のフェライト

図2　圧延まま鋼板の引張特性におよぼすMo添加量の影響 2）
図3　 圧延まま鋼板の引張特性におよぼすMo、Nb添加およびMo-Nb

複合添加の影響 2）

写真1　Nb鋼、Mo鋼、Mo-Nb複合添加鋼の電界イオン顕微鏡像 7）
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界面にMo偏析が認められる。このようなMoの偏析はNb単

独添加鋼に比べNbCを高温で長時間にわたって微細に維持

する作用を有し、高温耐力を向上させるものと考えられる。

	4	 高温強度におよぼす組織の影響
一般に、鋼成分によらずフェライト以外の硬質組織、特に

ベイナイト分率の増加は、常温、高温耐力を増加させ、YS比

を向上させる。しかし、硬質組織分率が高くなると、常温強

度や建築用鋼としてのYRの制御が困難となる。したがって、

比較的硬質組織分率を低く抑えた、すなわち、フェライト主

体組織とした上で、MoやMo-Nb複合添加により常温－高温

強度バランスを適正化する必要がある。

図5 2）は、鋼板のフェライト粒径と強度、YS比との関係を

示したものである。フェライト粒の粗粒化に伴い、常温耐力

（YS）は低下するが、高温耐力はむしろ増加し、YS比が向上

する傾向にある。フェライトの粗粒化は、高温での粒界すべ

りを抑制し、高温強度を改善するものと一般的に考えられて

いる。

上述した耐火鋼として好ましいフェライト主体のミクロ

組織を得るためには、その製造方法は自ずと制約される。一

般に、加工熱処理（TMCP）や調質処理は、鋼の性能を高める

上で有効であるが、耐火鋼に限っては、特に引張強度400～

490N/mm2鋼を前提とした場合、むしろ圧延ままのプロセス

が望ましい。

ただし、圧延ままプロセスといっても、加熱・圧延条件の

制御が不要というわけではない。図6、7 2）は、0.1％C-1.0％

Mn-0.5％Cr-0.48％Mo-0.02％Nb鋼を圧延ままプロセスで圧

図4　 Mo-Nb複合添加鋼のNb析出物のアトムプローブ分析ラダー処
理図 2）

図6　圧延まま鋼板の引張特性におよぼすスラブ再加熱温度の影響 2）

図5　フェライト粒径と強度、YS比との関係 2）
図7　 圧延まま鋼板の引張特性、ミクロ組織におよぼす圧延終了温度

の影響 2）
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延した際の強度、組織におよぼすスラブ再加熱温度および圧

延終了温度の影響を示したものである。再加熱温度の高温化

に伴い常温、高温強度ともに増加し、YS比はごくわずかに低

下する。耐力の増加は、固溶Nbの増加、ベイナイト組織分

率の増加やフェライトの粗大化等の効果の重畳によるもの

と考えられ、Nbの有効利用の観点から、高温加熱が好まし

い。また、圧延終了温度の低下に伴い、常温、高温耐力は低下

し、900℃付近で極小を示した後、増加する。これは圧延終了

温度が900℃超の高温域ではオーステナイト粒が粗大となっ

て焼入性が増大しベイナイト組織分率が増加するため、また

850℃未満の低温域では（γ＋α）二相域圧延となってフェラ

イトが加工されるためと考えられる。

なお、いずれも常温ないし高温強度の代表的な傾向を示す

ものであり、鋼成分はもちろん板厚や要求される強度、靭性

レベルに応じて適正化する必要があることは言うまでもな

く、またTMCPの適用を否定するものではない。

	5	 耐火鋼の特性2）

実生産ラインで製造された引張強度490N/mm2級の建築

用耐火鋼の諸特性を以下に紹介する。

5.1　鋼の化学成分と製造法

Cr添加のNb-Mo鋼を300ton転炉で溶製し、連続鋳造法で

240mm厚のスラブとした。スラブは1000～ 1150℃で再加熱

後、圧延終了温度900～ 930℃で板厚25、32および50mmに

圧延した。

5.2　母材の基本特性

表1に母材の機械的性質を示す。常温強度、耐震性の尺度

であるYR、衝撃特性も含め、建築構造用鋼材SN490の規格

値を十分に満足している。

図8に強度の、図9に弾性係数の温度依存性を示す。耐火鋼

は、一般鋼（SM490A）に比較し高温での強度低下が小さく、

600℃でも常温耐力の2/3（217N/mm2）以上を維持できてい

る。また、弾性係数も一般鋼では600℃を超えると急激に低

下するが、耐火鋼は、一般鋼同様に温度が高くなるに伴い漸

減するものの、700℃程度まで急激な低下はなく、700℃でも

常温の70％程度を保持している。

図10に耐火鋼と一般鋼（SM490A）の600℃でのクリープ

特性の比較を示す。一般鋼では、100N/mm2の低応力でも短

時間で大きなクリープ歪みが生じるが、耐火鋼では付加応力

200N/mm2でもクリープ歪みはかなり小さい。これは、耐火

表1　母材の機械的性質 2）

図8　強度の温度依存性 2） 図9　弾性係数の温度依存性 2）
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鋼を使用すれば、火災時の構造物の変形を少なくすることが

できることを意味する。

5.3　溶接性および溶接継手性能

図11に耐火鋼のy形溶接割れ試験結果を示す。予熱温度

75℃で割れは抑えられており、y形溶接割れ試験の拘束度の

高さを考慮すると、実溶接施工においては実質的に予熱不要

な程度に良好な溶接性を有している。これは、Mo、Crなど

の合金元素が添加されつつも、C、Mn量が低減され、溶接性

の指標である溶接割れ感受性組成PCMが低く抑制されている

ためである。

表2に建築構造物で採用される各種溶接継手部の特性を示

す。溶接継手性能は小入熱の手溶接（SMAW）、中入熱の潜弧

溶接（SAW）、超大入熱のSES溶接継手を製作し、その機械的

性質を調査した。当然ながら、耐火鋼では溶接金属も高温強

度をもたせる必要があるので、溶接においては溶接金属の常

温、高温強度を考慮して適正な溶接材料を選定した。すべて

の溶接部において、常温、600℃における強度はともに十分で

あり、曲げ特性も良好である。また、溶接金属（WM）、溶接

熱影響部（FL、HAZ）におけるシャルピー吸収エネルギーも

SAWの溶接入熱4.5kJ/mmまで十分な値を示す。超大入熱の

SESではやや低い値が見られるが、このレベルは従来鋼と同

等である。

以上のような優れた特性を有する建築用耐火鋼は厚板のほ

か、H形鋼、薄板、鋼管等があり、さらに耐火鋼用の高力ボル

トや各種溶接材料もすでに開発されている。

	6	 おわりに
耐火鋼は、一般鋼と比較して高温特性に優れることから、

建物の柱や梁など主要構造部に使用することで、被覆を軽減

あるいはなくすことができる新しい構造用鋼材である。ここ

図10　耐火鋼（a）と一般鋼（b）のクリープ特性（試験温度：600℃）

（a） （b）

図11　y形溶接割れ試験結果 2）
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で改めて建築構造用耐火鋼の特長を示す。

○�高温強度が通常の建築用鋼材（一般鋼）と比較して著しく

高い

600℃での耐力（降伏強度、YS）が、常温規格値の2/3以上

を保証する。耐力の常温規格値とは、長期許容応力度に相当

する。火災と地震は同時に考慮しないことから、建物の自重

を支持できる温度、すなわち長期許容応力度が火災時に必要

な強度である。このような高温強度は、Moなどの添加元素

の固溶やそれらの化合物の微細析出物が転位の運動を抑制す

る機構によって得られる。

○�常温時の設計・施工は一般鋼と同じであり、建築用鋼材とし

てそのまま使用できる

常温時性能は、建築構造用圧延鋼材（JIS G 3136）の規格に

合致する。また、一般鋼と同等の施工性（溶接性、切断性）を

有する。

耐火鋼は一般鋼よりもはるかに高い鋼材許容温度を有する

が、建築物への適用にあたっては高温時の部材（柱、梁）性能

および架構変形の挙動を十分に検討し、火災時の安全性能を

保証できる耐火設計技術と併せて使用することが必要である。

なお、耐火鋼の誕生秘話については、（社）日本鉄鋼協会編

「わが国における厚板技術史」（2001年）に詳しい。興味のあ

る方は参照されたい。
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表2　各種溶接継手の特性 2）
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